府労組連　回答概要

　（府労組連）

今季の交渉につきましては、新型コロナウイルス感染症への対応下において、交渉・事務折衝の縮小などのご協力に感謝申し上げます。
去る６月２日に、府労組連からご要求のありました諸事項につきましては、これまでの事務折衝を通じまして、皆様方のご要求の趣旨ご意見は十分に承るとともに、種々協議を重ねてきたところでございます。

ご要求の諸事項は、いずれも職員の給与、その他の勤務条件に関する重要な事項でありますが、社会経済情勢が依存として厳しい状況や本府の置かれている現状を踏まえ、ご要求をいただいた諸事項について、検討してまいりました。

本日は、知事とも十分相談いたました、その結果につきまして、ご回答申し上げたいと存じます。
第１のご要求については、皆様方との良き労使関係について、これまでの経過を尊重し、今後とも、双方の努力により築いてまいりたいと存じます。
職員の給与、勤務条件に関わる諸問題については、所要の協議を行ってまいりたいと存じます。

第２のご要求について、職員の新型コロナウイルス感染予防対策については、「〔府庁版〕職場における新型コロナウイルス感染予防にかかる基本的対策」を作成し、個々人の感染予防策の徹底や職場環境の対策の充実などに努めるよう周知しているところでございます。
具体的には、府税事務所の相談窓口にビニールカーテンやアクリル板を設置し、感染予防に努めているほか、土木事務所や農と緑の総合事務所などの窓口においても同様の感染予防策を実施しているところでございます。また、保健所等においては、感染症に対応するために必要な防護服等の物資を配備しているところでございます。

令和２年５月７日付け厚生労働省の指針の一部改正に基づき、主治医等の指導により妊娠中の職員・教職員から業務軽減等について申し出があった場合は、適切に措置を講じるよう所属長に対し通知したところでございます。
施設等の消毒作業については、国が推奨している消毒方法について周知し、各施設管理者において実施していただいているところでございます。

感染拡大防止のための物品については、府立学校での健康診断時に必要な衛生用品として、令和２年度(４号)補正予算において対応しております。

　
具体的には、マスクやアルコール製剤、フェイスシールド、非接触型体温計などがあり、一義的には健康診断実施に必要な物品を順次配布していますが、実施後は校内での感染拡大防止のため、適切に利用いただきたいと考えております。

また、各校における感染症対策等に必要な消耗品を準備するための予算（1校10万円）を配当しました。

なお、教職員用マスクについても、配付しております。
引き続き、職員の健康管理及び感染予防対策の充実を図ってまいりたいと存じます。

また、養護教諭・栄養教諭の業務負担を軽減するための人的措置については、標準法による定数を基礎とし、各校の状況を勘案の上、配置しております。
今後とも、定数の確保や、適正な定数管理に努めるとともに、適正な勤務労働条件の確保に向けて取り組んでまいります。
「過重労働による健康障害防止対策」については、時間外勤務が月45時間を超え、産業医が必要と判断した場合には、所属長に対し、職場における健康管理等について助言指導を行うとともに、当該職員に対して保健指導を行っており、平成31年４月１日からは「働き方改革を推進するための関係法律による改正後の労働安全衛生法令の解釈等及び人事院規則等の一部改正を踏まえた対応について」を踏まえ、時間外労働が月100時間以上の場合若しくは２箇月から６箇月平均で80時間を超える場合には、少なくとも年１回は助言指導及び保健指導を実施しているところでございます。

新型コロナウイルス感染症対策における時間外勤務においても適切に実施し、職員の過重労働対策に努めているところでございます。
平成31年４月より「職員の健康保持や人材確保の観点」等から長時間労働を是正するために、人事委員会において勤務時間規則が改正され、時間外勤務を命ずる時間の上限等が定められたところでございます。
職員の勤務状況については、総務事務システムにより管理・把握し、週休日を含めた時間外勤務については、事前届出・命令の徹底に努めているところであり、引き続き「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」を踏まえて適切に対応してまいりたいと存じます。
人員の配置については、所属長等のマネジメントとして位置付け、業務の再構築や人員の重点化などを行うとともに必要な業務量に見合った適正な配置にも努めることにより、今後とも適正な勤務労働条件の確保等に向けて取り組んでまいりたいと存じます。

なお、新型コロナウイルス対策業務については、部局横断的な応援も含め、全庁を挙げて人員を投入しているところであり、今後も必要に応じて対応してまいりたいと存じます。
夜間・休日等において、実際に勤務した場合には、時間外勤務手当の支給対象としております。また、特殊勤務手当については、平成21年の人事委員会勧告に伴い総点検を行い、その後、国の改正に準じて見直し等を行ってきたところであり、オンコール手当を支給することは困難でございます。
新型コロナウイルス感染症に関する職務専念義務免除については、国の制度に準じて実施しているところです。今後とも、国の制度を基本に対応してまいりたいと存じます。

なお、新型コロナウイルス感染症にかかる国の抗体検査を受けた場合の服務の取扱いにつきまして、国と同様に、６月１日に遡って職務専念義務を免除することとしたいと存じます。
夏期休暇の取得期間については、規則に基づき取得期間の運用を定めているところですが、平成30年度より取得期間を６月1日から９月30日までに拡大したところでございます。

また、結婚休暇の取得期間についても、結婚の日以前１週間から当該結婚の日以降６月を経過する日までの期間内としているところであり、取得期間を延長することは困難であります。
非常勤職員の在宅勤務については、原則として対象から除いておりますが、所属長等は当該非常勤職員の業務内容等を勘案し、対象に含めることができるものとしております。

また、新型コロナウイルス等特別措置法に基づく緊急事態宣言が発せられ、新型コロナウイルス感染拡大防止対策を強化する業務執行体制を確保する中で、所属長等から必要があるとして自宅待機を命じた場合については、職務専念義務免除としているところです。
知事部局等の人事評価制度については、職員基本条例に基づき平成25年度から相対評価による人事評価制度を実施しているところでございます。

人事評価の目的は、「職員の資質・能力及び執務意欲の向上」であることから、引き続きよりよい制度となるよう取り組んでまいります。

また、今年度の目標設定や期初面談の実施時期については、新型コロナウイルス感染症対策の状況等も鑑み、各所属の状況に合わせ、柔軟に対応出来ることとしております。

知事部局における平成27年度以降の人事評価結果の給与反映については、条例に定める相対評価制度の趣旨をより一層踏まえたものとするため、昇給号給数及び勤勉手当の成績率を見直すとともに、二次評価結果と相対評価の結果の逆転現象をできる限り解消するための人事評価制度の運用改善を踏まえ、第四区分については、二次評価結果別の区分を廃止するとともに第五区分については、これまでと同様に二次評価結果を加味した給与反映としたところでございます。

また、令和２年度以降の人事評価結果の給与反映については、職員の資質、能力及び執務意欲の向上をより一層図る制度とするため、上位評価者（二次評価結果がＳ又はＡである職員）の昇給号給数を単年度に限定して引上げ、下位評価者（二次評価結果がＢである職員）の昇給号給数を単年度に限定することとし、勤勉手当についても、単年度のメリハリを強化するため、下位評価者の成績率を引き下げ、上位評価者の成績率を引き上げる見直しを行ったところでございます。

地方公務員法に基づき、臨時的任用職員及び一般職の非常勤職員についても人事評価制度を実施しているところでございます。
教職員の評価・育成システムについては、教職員の意欲・資質能力の一層の向上を図ることにより、教育活動をはじめとする様々な活動の充実、組織の活性化を図ることを目的として実施しているところでございます。

平成25年度からは、授業アンケートを踏まえた教員評価の仕組みを導入し、この間、客観性・適正性をより一層確保するため必要な改定を行いながら定着を図ってきたところでございます。

平成29年度に実施した「教職員の評価・育成システム」に関する教職員アンケートの結果等も踏まえ、引き続き評価・育成システムがより良い制度となるよう、今後も必要に応じて改善に取り組んでまいりたいと存じます。

また、目標設定にかかる自己申告票の最終提出期限については、学校の臨時休業が実施されたことに鑑み、今年度に限り、７月３１日を８月３１日とする規則改正を行ったところでございます。
学校の教育活動を本格的に再開するにあたっては、児童生徒等及び教職員の感染リスクを可能な限り低減するため、授業や部活動、登下校時など日常の注意事項に関するマニュアルを作成し、各学校において、感染防止対策を徹底してまいりたいと存じます。

府立高校の空調設備につきましては、現在設置している普通教室、職員室、図書室など、府がこれまでに設置した空調設備の老朽化が著しいことから、これらを更新する予定であり、新たな空調設備の設置は困難な状況でございます。支援学校の空調設備につきましては、令和元年度に国の補助金を活用して未設置箇所のある肢体不自由校11校の特別教室に空調設備を設置しました。

また、府立高校に対し、空調設備の運用について、令和２年５月21日付けで熱中症事故の防止等、生徒の安全確保のため、学校長が必要と判断する場合は運用できるよう通知したところでございます。
第３のご要求については、現行条例に基づく期末・勤勉手当を６月30日に支給いたしたいと存じます。

職務段階別加算については、人事委員会勧告に基づき、制度化したものでございます。

勤勉手当については、その趣旨を踏まえ勤勉手当の基礎額から扶養手当を除き、勤務実績反映に活用しているところでございます。

第４のご要求について、人員の配置については、所属長等のマネジメントとして位置付け、業務の廃止を含めた再構築や人員の重点化などを行うとともに必要な業務量に見合った適正な配置にも努めることにより、今後とも適正な勤務労働条件の確保等に向けて取り組んでまいりたいと存じます。

教職員定数について、文部科学省では、令和２年度当初予算案において、新学習指導要領の円滑な実施や学校における働き方改革に向けて、学校の指導・運営体制の効果的な強化・充実を図るため、3,726人の定数改善が行われました。

引き続き、定数改善に関して、国の動きを注視しつつ、国への働きかけを行ってまいりたいと存じます。

また、児童・生徒数の動向、教育水準や教育課題への対応等を踏まえながら、一層適正な定数管理に努め、適正な勤務労働条件の確保に向けて取り組んでまいりたいと存じます。

知事部局においては、災害発生時における特別休暇等の取扱いについて、令和元年９月、各所属からの問合せをまとめた「災害発生時ＦＡＱ」を作成し、周知したところでございます。

府立学校においては、災害発生時における服務に関する取扱い等について、平成30年９月にＦＡＱを作成し、周知したところでございます。

なお、災害等の発生により、申請と異なる経路により通勤した場合については、現行規定上、旅費を支給することは困難でございます。

今後とも、災害発生時における職員の勤務労働条件について、条例、規則等の諸規程に基づき適切な運用に努めてまいりたいと存じます。
第５のご要求について、特別休暇については、より府民の理解を得られる制度にする観点から、民間状況も一定反映されている国制度を基本に見直しを行い、平成22年度から実施しているところであり、令和２年４月より子育て部分休暇や不妊治療休暇など導入したところでございますが、その他の休暇の拡充や新設は困難でございます。

育児部分休業、子育て部分休暇、介護時間については、勤務を前提とした制度のため、国に準じて年次休暇との併用はできないことになっており、要求に応じることは困難でございます。

第６のご要求について、労働安全衛生対策については、その運営の充実に努めているところでございます。

安全衛生委員会の設置については、職員数が50人未満の所属であっても必要があると認めるときは委員会を置くことができるとなっており、職場環境の改善に努めているところでございます。

府立学校については、大阪府立学校安全衛生協議会での調査や審議を踏まえ、引き続き、教職員の健康の保持、増進を図ってまいりたいと存じます。

知事部局における定期健康診断につきましては、血液検査や心電図検査の対象者の拡大などの充実に努めているところでございます。

非常勤職員においては、労働安全衛生法で定められた所定の労働時間数を超える職員に実施し、満たない非常勤職員においては、平成19年度から希望者健康診断として実施しているところでございます。

今後とも、産業医を中心とした健康管理体制の下、適正に健康診断を実施してまいりたいと存じます。

府立学校における定期健康診断については、血液検査及び心電図検査の二次検査を平成27年度から公費対応かつ出張にて対応し拡充し、令和元年度からは心電図検査及び腹囲測定の対象者を全年齢に拡充したところでございます。また、令和２年度からは胸部及び胃部Ｘ線検査を、間接撮影からより被ばく量の少ないデジタル撮影に変更いたしました。

非常勤職員については、労働安全衛生法に則り、実施しているところでございます。

また、支援学校の教職員を対象とした腰痛予防検診について、整形外科分野において実績のある医療機関に委託するなどの改善を実施しているところでございます。

人間ドックについては、地方職員共済組合において平成25年度から55歳以上の職員を対象に「55セルフドック」を創設し、定期健康診断の受診に加え、希望者全員が人間ドックを受診できるよう拡充するとともに、令和元年度から職務専念義務免除での受診を実施しているところでございます。

また、府の健診と重複する胃Ⅹ線検査のオプション化により、個人負担額の引き下げが行われたほか、オプションの脳ドックにも地共済から一部助成や、前立腺がん検査を基本項目に追加されたところでございます。

ストレスチェック制度については、平成28年度から年１回実施し、ストレスチェックの結果を活用したセルフケアを行うとともに、一定集団ごとに集計・分析を行い、その結果を各所属や安全衛生協議会に提供するなど、職場環境の改善等に努めているところであり、令和元年度より、管理監督者を対象とした集団分析結果活用研修を実施しているところでございます。

今後とも、個人情報の保護に十分に配慮しながら、メンタルヘルス対策を実施してまいりたいと存じます。

また、「大阪府職場復帰支援プログラム」のもと、「ストレス相談室」において、専門産業医等による面談等の個別ケアを行うなど総合的対策を講じているところでございます。

公立学校共済組合では平成26年度にニーズの低い検診種別を廃止する一方、ニーズの高い、脳ドック、女性検診、配偶者健診の募集人数を拡充するなど、健診事業の見直しが実施されました。また、「保健事業実施に関するガイドライン」に基づき、令和２年度から「泊ドック」が廃止され、この財源をもって、「共済健診」でオプション検査を受診する際の補助制度の充実が図られたところでございます。

検診種別拡充内容については、平成30年度には「共済健診」の募集人数を400人増の16,200人に、「脳ドック」の募集人数を100人増の700人に、「女性検診」の募集人数を200人増の1,000人に、「配偶者検診」の募集人数を100人増の850人にそれぞれ拡大されたところでございます。

「公立学校教員職場復帰支援事業」については、２クール実施しております。

「大阪府立学校職場復帰支援プログラム」については、職場一体となったメンタルヘルス対策という観点を充実させ周知・徹底を図ったところでございます。また、市町村教育委員会へも参考送付し活用するよう指導しているところでございます。

公立学校共済組合では、平成27年９月に「大阪メンタルヘルス総合センター」を開設し、相談事業や研修事業の実施などを通じて、教職員のためのメンタルヘルスの対策を実施されているところでございます。

職場の労働安全衛生対策については、府立学校安全衛生協議会で協議をしてきているところでございます。
ご要求に対する回答は、以上でございます。
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